
  

  
東北地方太平洋沖地震に関する全地連としての対応について 

 資料５－２  

 

  １．全地連のホームページに以下のサイトを掲載した。（３月１４日公開） 

東北地方太平洋沖地震に関する全地連としての対応に て
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産総研 第１４回 シンポジウム（２００９．６．１５）地質リスクマネジメント   

関連情報ポ タルサイトは G l の検索窓に「東北関東太平洋沖 地質」と入力すると

東北地方太平洋沖地震に関する全地連としての対応について 

関連情報ポータルサイトは、Google の検索窓に「東北関東太平洋沖 地質」と入力すると 

検索結果画面のトップに表示される。（３月２７日現在） 
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東北地方太平洋沖地震に関する全地連としての対応について 

 

  ２．全地連は、情報の集約化を図ることを第一優先として事務局内に対策本部を設置した  

全地連 会員 体 ある 地 協会と連携 対応を開始 た    上で、全地連の会員団体である１０の地区協会と連携して、以下の対応を開始した。 

  

（１）国等との調整・要請 情報収集       （１）国等との調整・要請、情報収集

 （２）東北地質調査業協会からの要請への対応 

 （３）各地区協会からの要請に対する対応 

 （４）関連情報・資料の提供 

      国土交通省等からの資料、東北地質調査業協会に関する資料（防災協定に関する資料 

             等）、過去の対応事例（現在、収集・整理中です。）、地区協会向け（地震・津波調査 

             の要因派遣についての保険制度等） 

（５）関係機関との連携 （５）関係機関との連携

    ①独立行政法人土木研究所との連携（現在、調整中です。） 

    ②ジオ・ラボネットワーク（試験協同組合）との連携 

    ③NPO地質情報整備・活用機構との連携 
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東北地方太平洋沖地震に関する全地連としての対応について 

 

  ３．今後の対応について  

     

     

 

 （１）支援策について 

①義援金の拠出    ①義援金の拠出

     全地連として、義援金を日本赤十字社へ送付する。 

②東北地質調査業協会への支援策    ②東北地質調査業協会 の支援策

     全地連と地区協会（東北協会を除く）で、見舞金を東北地質調査業協会 

     及び関係県組織へ送る。 

 （２）資格制度等への措置 

    受験関係書類の簡潔化、更新期間の延長等の措置を講じる。 

 （３）関係機関との連携による広報活動の強化 

    独立行政法人土木研究所等と連携して大震災の現状報告等をテーマとする報  

   告会の開催を企画する。 

    東北内陸部の地震災害、千葉県の東京湾沿いの液状化被害も極めて大きいも 
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   のがある。全地連としては、今回の大震災を地盤災害という視点から早急に検 

   証し、幅広く広報して行く必要がある。 



  

  
東北地方太平洋沖地震に関する全地連としての対応について 

 

  ４．各地区協会等の対応  

     

     

 

 （１）東北地質調査業協会の現状について 

①事務局は、3月16日より通常通りに業務を開始した。    ①事務局は、3月16日より通常通りに業務を開始した。

    ②国土交通省東北地方整備局との防災協定（平成16年3月12日締結）に基づき 

対応準備を行った。     対応準備を行った。

    ③宮城県土木部長より「平成23年東北地方太平洋沖地震による応援協力につ 

     いて」（平成23年3月14日付け）の要請を受け、活動を開始した。 

 （２）他の９地区協会について 

    各地区協会が地元で締結している防災協定の内容に基づき、全地連及び東北 

    地質調査業協会等からの支援要請があれば同レベルでの支援活動ができる 

    よう準備を行った。 

 （３）ジオ･ラボネットワーク（土質試験を専門に実施している試験協同組合協議会） 

     支援要請があれば、直ぐに対応できる体制を整えた。 
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東北地方太平洋沖地震に関する全地連としての対応について 

 

   ５．全地連がこれまで進めてきた事業との連携策 

(1)高知「ユビキタス（防災立国）」実証事業の今後の展開策      (1)高知「ユビキタス（防災立国）」実証事業の今後の展開策
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産総研 第１４回 シンポジウム（２００９．６．１５）地質リスクマネジメント   

（２）地盤情報の法制化（現在 日本学術会議で提言書を取りまとめ中であり 本年7月

東北地方太平洋沖地震に関する全地連としての対応について 

（２）地盤情報の法制化（現在、日本学術会議で提言書を取りまとめ中であり、本年7月 

    に公表予定） 

（３） 地質リスクマネジメントの周知活動（３） 地質リスクマネジメントの周知活動

    ①地質リスク学会、公益社団法人地盤工学会との連携 

②第２回地質リスクマネジメント事例研究発表会の開催    ②第２回地質リスクマネジメント事例研究発表会の開催

     開催日：平成23年10月21日（金） 

場 所：飯田橋レインボーホール     場 所：飯田橋レインボ ホ ル

     ＊現在、発表事例募集中。  

    ③「地質技術顧問制度」の導入検討
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  今後の課題について 東北地方太平洋沖地震に関する全地連としての対応について 

 

   
 

今後の課題は 以下の通りである 今後の課題は、以下の通りである。

 →「地盤災害」という観点から地質調査業の果たす 

   役割を整理し、今後の国土の復興に関した具体 

   的な提案を行う。 
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